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Ａ. 研究目的 

都道府県が地域の実情に応じて医療体制の

確保を図るために策定する医療計画の進捗評

価は、レセプト情報・特定健診等情報データベ

ース（NDB: National Database）のデータを集

計・指標化したデータに基づき行う事が求めら

れており、これらのデータは、国において一元

的にデータを整備し都道府県に配布している。

また、医療計画に記載する事とされている、疾

病・事業ごとの医療提供体制には、循環器病と

して「脳卒中」と「心筋梗塞等の心血管疾患」

が含まれている。本研究では循環器病のうち、

「心血管疾患」について、医療政策的な視点と、

循環器病の学術的・臨床的な視点双方の視点を

踏まえた、都道府県での実用性の高い指標を、

都道府県の利用しやすさの観点から、NDB デー

タを中心としたデータを用いて作成すること

を目的としている。 

研究要旨 

都道府県が地域の実情に応じて医療体制の確保を図るために策定する医療計画の進捗評価は、

レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB: National Database）のデータを集計・指標化した

データに基づき行う事が求められている。NDB 上で心血管疾患を有する患者を特定するためのアル

ゴリズムを作成し、そのアルゴリズムを用いて、先行研究や前年度までの検証から候補となった指標に

ついて、都道府県単位での予後との関連性について評価を行い、自治体における利活用の観点から

の有効性の評価を行った。結果、「急性冠症候群に対する経皮的冠動脈インターベンションの実施件

数」、「急性心筋梗塞に対する経皮的冠動脈インターベンション実施率」、「入院・外来心血管疾患リ

ハビリテーションの実施件数」、「大動脈疾患患者に対する手術件数」が、指標の候補になるものと考

えられた。この中でも、「急性心筋梗塞に対する経皮的冠動脈インターベンション実施率」および「大

動脈疾患患者に対する手術件数」は、現在の第 7次医療計画における心血管疾患の医療体制構築に

係る現状把握のための指標例として記載がなく、新規の指標としての追加が、「入院・外来心血管

疾患リハビリテーションの実施件数」は、重要指標への変更の検討が望ましいと考えられた。 
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Ｂ．研究方法 

前年度までに検証を行った、急性心筋梗塞に

対する経皮的冠動脈インターベンション

（PCI）実施率、虚血性心疾患患者に対する経

皮的冠動脈ステント留置術後の抗血小板併用

療法実施期間、虚血性心疾患における心大血管

疾患リハビリテーション実施に加え、学術的に

心血管疾患の QI 指標として考えられている指

標について、NDB 上で指標を定義し、予後との

関連を評価し、NDB 指標としての妥当性を検証

した。 

また、前年度から引きつづき、NDB データの

特性による課題である、NDB 上で特定の心血管

疾患を有する患者を特定するためのアルゴリ

ズムの妥当性についての検討を行った。 

これまでの本研究における検討や、先行研究

における検討から、候補となった指標について、

自治体での利活用可能の観点からの有効性の

検証を行い、最終的な指標の候補を選定した。 

最後に、医療費適正化の観点を見据え、循環

器病の医療費に関するNDBデータを用いた検討

を行った。 

心血管疾患 QI 指標の NDB 上での検証 

2016 年に初回の経皮的冠動脈インターベン

ション（PCI）を施行した、急性冠症候群患者

57,123 症例について、学術的に心血管疾患の

QI 指標として考えられている、急性冠症候群患

者への PCI 件数、入院当日の緊急 PCI、トロポ

ニンの測定、アスピリンの投与、P2Y12 in-

hibitor の投与、ACE inhibitor/ARB の投与、

βblocker の投与、Strong statin の投与、心

エコー検査の実施、入院心臓リハビリテーショ

ンの実施、外来心臓リハビリテーションの実施

について、NDB 上で指標を定義し、予後（急性

期死亡・遠隔期死亡）との関連について、ロジ

スティック回帰分析およびCox比例ハザードモ

デルを用いて検証した。 

NDB 上の心血管疾患の病名抽出アルゴリズムの

妥当性検証 

前年度に行った、DPC 病院における DPC 病名

を reference standard とした、NDB 上の心血管

疾患の病名抽出妥当性検証において用いた、急

性冠症候群、急性非代償性心不全、急性大動脈

解離・大動脈瘤の病名抽出アルゴリズム（図 1）

陽性の患者を、循環器疾患の入院が想定される

4 病院において、2018 年度の入院症例に対し、

レセプト情報から抽出した。 

その後、各病院で臨床診断上陽性の患者を院

内データベースから抽出し、臨床診断上陽性の

患者を reference standard とした感度・陽性

的中率を評価した。 

自治体での利活用可能の観点からの指標の有

効性の検証 

これまでの本研究における検討や、先行研究

における検討から、虚血性心疾患に対する手術

件数、急性冠症候群（急性心筋梗塞および不安

定狭心症）に対する経皮的冠動脈インターベン

ション実施件数、急性冠症候群患者に対する入

院心血管疾患リハビリテーション実施件数、心

不全患者に対する入院心血管疾患リハビリテ

ーション実施件数、大動脈瘤切除術実施件数、

ステントグラフト内挿術件数、大動脈疾患患者

に対する入院心血管疾患リハビリテーション

実施件数について、都道府県単位での NDB から

の指標を作成した。 

妥当性検証を行った心血管疾患の病名抽出

アルゴリズムを用いた心血管疾患患者の都道

府県毎の心血管疾患患者標準化死亡比（外科手

術に関する指標については、外科手術施行患者

標準化死亡比を追加）をアウトカム指標とし、

都道府県単位での予後との関連性の評価を、平

均値で群分けたした際の、標準化死亡比の比較、

および、各指標と標準化死亡比の相関関係を確

認することにより行った。相関関係については、

Pearson の相関係数の絶対値が、0.4 以上のも

のを相関関係が認められる指標とした。これら

の検証では、分担研究班の今村らが作成した指

標を利用した。 

循環器病の医療費に関する NDB を用いた検討 

病名抽出アルゴリズムから抽出した急性心
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不全患者について、180 日以内の心大血管疾患

リハビリテーションの有無で2群に分け、年齢、

性別、背景疾患、投与薬剤、治療内容、施設因

子の背景をマッチングさせた患者群(各群

N=14,965)で、入院日を起算日として、1ヶ月毎

の医療費(入院・外来・調剤の合計)を NDB 上か

ら算出した。 

Ｃ. 研究結果 

心血管疾患 QI 指標の NDB 上での検証 

NDB 上で作成した、候補となった QI 指標につい

て、病院単位での実施割合を確認したところ、QI

指標の達成率は、項目ごとでのばらつきがあり、

特に外来心臓リハビリテーションの実施率は低

かった。また、NDB により算出した QI 指標につい

ては、多くの指標で予後との関連を認め、NDB を

用いた自治体が利活用可能な指標の候補になる

ものと考えられた。（図 2） 

NDB 上の心血管疾患の病名抽出アルゴリズムの

妥当性検証 

病名抽出アルゴリズムの感度/陽性的中率は、

急性冠症候群で 0.86/0.95、急性非代償性心不全

で 0.74/0.79、急性大動脈解離・大動脈瘤で

0.86/0.83 であった。（表 1） 

病名コード（急性冠症候群では ICD-10 コード

の I20.0・I21・I22・I23、急性非代償性心不全で

は ICD-10 コードの I50,・I11.0、急性大動脈解離・

大動脈瘤では ICD-10 コードの I71・I72.3）のみ

を用いた場合の陽性的中率は低く、緊急入院や処

置を追加したアルゴリズムを用いることで、それ

ほど感度を下げずに陽性的中率が向上すること

を示すことができた。（表 1） 

自治体での利活用可能の観点からの指標の有

効性の検証 

急性冠症候群については、急性冠症候群に対す

る経皮的冠動脈インターベンション実施件数が

平均以上の都道府県において、急性冠症候群の標

準化死亡比（3ヶ月）が低かった。（表 2、図 3） 

心不全については、心不全患者の入院心血管疾

患リハビリテーション実施件数は、心不全患者の

標準化死亡比（3 ヶ月および 1 年）との相関関係

（r=-0.441）を認めた。（表 3、図 4） 

大動脈疾患患者については、大動脈瘤切除術実

施件数が平均以上の都道府県において、大動脈疾

患患者の標準化死亡比（1 年）および大動脈瘤切

除術実施患者の標準化死亡比（3ヶ月および 1年）

が低かった。また、大動脈瘤切除術実施患者の標

準化死亡比（3 ヶ月）との相関関係（r=-0.459）

も認めた。（表 4、図 5） 

循環器病の医療費に関する NDB を用いた検討 

急性心不全患者の入院日を起点とした、1 ヶ月

毎の医療費について、中央値でみた場合は心大血

管疾患リハビリテーション実施群が高い傾向に

あり、平均値で見た場合は心大血管疾患リハビリ

テーション実施群が低い傾向にあった。（表 5） 

Ｄ. 考察   

本年度および前年度までのNDBデータを用いた

検証において、学術的に心血管疾患の予後との関

連が報告されている指標について、予後との関連

が認められた。しかしながら、これらの検証につ

いては、NDB データの患者単位もしくは病院単位

での指標による検証が中心であり、自治体が利活

用可能な観点からは、都道府県単位での指標の有

効性を検証する必要があると考えられた。 

都道府県単位での指標の予後との関連を検証

するためには、NDB 上で特定の疾患による死亡を

特定する必要がある。今回、NDB 上の心血管疾患

の病名抽出アルゴリズムを作成し、その妥当性を

実際の臨床診断と比較して行なった結果、緊急入

院や処置を追加したアルゴリズムを用いること

で、それほど感度を下げずに陽性的中率が向上す

ることを示すこができた。そのため、このアルゴ
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リズムを活用した、都道府県単位の心血管疾患患

者の標準化死亡比をアウトカムとして、都道府県

単位での指標の予後との関連を評価することが

可能となった。 

都道府県単位での指標の検証の結果、急性冠症

候群に対する経皮的冠動脈インターベンション

実施件数、心不全患者の入院心血管疾患リハビリ

テーション実施件数、大動脈瘤切除術実施件数が

都道府県単位で、予後との関連が認められた。そ

のため、これらの指標と、前年度までの NDB デー

タによる検証で、都道府県単位での予後との関連

が認められている、急性心筋梗塞に対する経皮的

冠動脈インターベンション実施率は、候補となっ

た指標の中でも、特に自治体が利活用可能な観点

からは有効性が高いものと考えられた。 

一方、指標都道府県は 47 都道府県のため、統

計学的に都道府県単位で予後との関連を直接示

すことは、困難な面もあると考えられ、患者単位

もしくは病院単位での検証で、予後との関連性が

示されている指標も、自治体において活用する指

標の候補として検討してもよいかと考えられる。 

このような観点から、NDB を利用した心血管疾

患の医療体制構築に資する自治体が利活用可能

な指標としては、急性冠症候群については、急性

冠症候群に対する経皮的冠動脈インターベンシ

ョン実施件数、急性心筋梗塞に対する経皮的冠動

脈インターベンション実施率があげられる。大動

脈疾患については、JROAD-DPC データを用いた先

行研究において、急性大動脈解離患者の手術成績

に影響する因子として報告されている（厚労科研

坂田班「既存データベースの活用による虚血性心

疾患・大動脈疾患診療の実態把握ならびに医療体

制構築に向けた指標の確立のための研究」、Eur J 

Cardiothorac Surg.2020 Dec1;58(6):1281-1288）、

手術件数が候補となると考えられ、NDB を用いた

検証により、都道府県単位での予後との関連が認

められた、大動脈疾患患者に対する手術である大

動脈瘤切除術実施件数があげられる。心血管疾患

リハビリテーションについては、前年度までの検

証も含め、患者単位・病院単位・都道府県単位の

NDB データにおける検証で、急性冠症候群および

心不全患者の予後との関連が認められており、疾

患を特定せずに、心血管疾患リハビリテーション

実施件数として、自治体において指標としての利

活用が可能であると考えられた。 

現在の第7次医療計画における心血管疾患の医

療体制構築に係る現状把握のための指標例とし

て、「急性冠症候群に対する経皮的冠動脈インタ

ーベンションの実施件数」は「急性心筋梗塞に対

する経皮的冠動脈インターベンションの実施件

数」として含まれており、また、「入院・外来心

血管疾患リハビリテーションの実施件数」も含ま

れており、「急性心筋梗塞に対する経皮的冠動脈

インターベンション実施率」および「大動脈疾患

患者に対する手術件数」が、新規の自治体が利活

用可能な指標と考えられた。また、「入院・外来

心血管疾患リハビリテーションの実施件数」につ

いては、既存の指標ではあるが、幅広いエビデン

スが今回の検討で示されており、重要指標への変

更の検討が望ましいと考えられた。 

各指標の定義については、表 6に示す通りであ

るが、自治体が利活用可能な観点からは、できる

限り単純な定義が望ましく、「急性心筋梗塞に対

する経皮的冠動脈インターベンション実施率」に

ついては、急性心筋梗塞患者の NDB 上の病名を定

義する必要があり、指標の定義が複雑になる点に

ついては、自治体での利活用の観点からは、留意

が必要であると考えられた。 

医療費に関する検討については、急性心不全患

者の心大血管疾患リハビリテーション有無によ

2-4



 

  

る入院後の1ヶ月毎の医療費を算出することが可

能であり、今後の心血管疾患における費用対効果

の検証にも、NDB は活用可能であると考えられた。 

Ｅ. 結論 

心血管疾患の医療体制構築に資する自治体が

利活用可能な NDB を用いた指標として、「急性冠

症候群に対する経皮的冠動脈インターベンショ

ンの実施件数」、「急性心筋梗塞に対する経皮的

冠動脈インターベンション実施率」、「入院・外

来心血管疾患リハビリテーションの実施件数」、

「大動脈疾患患者に対する手術件数」が候補にな

るものと考えられた。 

Ｆ. 健康危険情報 

なし 
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Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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図 1：心血管疾患の NDB 上の病名抽出アルゴリズム 

急性冠症候群（ACS） 

 

 

急性非代償性心不全（ADHF） 

 

 

急性大動脈解離・大動脈瘤（AAD） 
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図 2：NDB により定義した QI 指標とその実施割合（病院単位）および予後との関連 
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図 3：都道府県単位での検証（指標と標準化死亡比の相関関係：急性冠症候群） 
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図 4：都道府県単位での検証（指標と標準化死亡比の相関関係：心不全） 

 

 

図５：都道府県単位での検証（指標と標準化死亡比の相関関係：大動脈疾患） 
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図 5（続き）：都道府県単位での検証（指標と標準化死亡比の相関関係：大動脈疾患） 
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表 1： NDB 上の病名抽出の感度・陽性的中率（Reference Standard：臨床診断） 
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表 2：都道府県単位での検証（平均値で群分けした際の標準化死亡比の比較：急性冠症候群） 

 

表 3：都道府県単位での検証（平均値で群分けした際の標準化死亡比の比較：心不全） 

 
表 4：都道府県単位での検証（平均値で群分けした際の標準化死亡比の比較：大動脈疾患） 
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表 5：急性心不全患者の入院日を起算日とした 1 ヶ月毎の医療費（入院・外来・調剤の合計 単位：

円）） 

 180 日以内の心大血管疾患リハビリテーション有無で 2群に分け、年齢、性別、背景疾患、投与

薬剤、治療内容、施設因子の背景をマッチングさせた患者群(各群 N=14,965) 
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表 6：心血管疾患の医療体制構築に資する自治体が利活用可能な NDB を用いた指標候補の定義 
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